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「災害時等における無人航空機による災害対応（撮影、物資輸送） 

に関する協定」の締結に係る公募要領 

 

 

１ 協定の概要 

（１）目  的   本協定は、災害時等において、無人航空機に関する必要な操縦技術等を有する

民間事業者との連携により、災害現場の撮影による迅速な災害状況の把握や、

孤立地域への物資輸送体制を確保することを目的とする。 

（２）内  容   別添 協定書（案）のとおり 

（３）協定期間   令和６年１１月１日から令和７年３月３１日まで 

          期間満了の日の 2 か月前までに甲又は乙から何らかの意思表示がないとき、 

         協定期間は更に１年延長するものとする。 

 

２ 申請者の条件 

次に掲げる条件を全て満足する者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

（２）災害時等において、２名以上を一班とした班体制を確保し、災害現場に派遣できること。 

（３）遠隔操作による無人航空機を所有（協力会社等が保有し、活動時に使用できる体制を確保してい 

る場合も含む。以下同じ。）し、災害現場において被災状況調査等のための撮影もしくは物資輸送 

が行える者であること。 

また、ＧＮＳＳによる位置の安定機能を使用することなく、安定した離着陸、空中操作が可能な 

者であること。 

（４）所有している無人航空機のメンテナンス体制が整備されていることを証明できること。 

（５）航空法（昭和 27 年法律第 231 号）第 132 条の 85 第 2 項及び第 4 項第 2 号の規定による許可及び 

同法第 132 条の 86 第 3 項及び第 5 項第 2 号の規定による承認を受けることができる者であること。 

（６）徳島県が主催する防災訓練、説明会等への参加に努めること。 

（７）徳島県内に本店、支店又は営業所等を有する者であること。 

 

３ 申請の方法等 

（１）申請の方法 

   申請書類を徳島県ホームページよりダウンロードし、必要事項を記入のうえ提出すること。 

なお、提出先は６（２）提出場所とする。 

（２）その他 

  ア 申請書の作成及び提出に係る費用は提出者の負担とし、提出された申請書は応募資格確認以 

   外に提出者に無断で使用しない。 

  イ 提出された申請書は、返却しない。 

  ウ 提出期限以降における申請書の差し替え及び再提出は認めない。 

 

 

 

 

 



- 2 - 

４ 申請書類の作成方法等 

（１）申請書類の作成 

申請書の作成については、以下のとおりとする。 

  ア 協定参加資格確認申請書 

（別記様式１） 

  イ 活動の実施体制 

（別記様式２） 

  ウ ＧＮＳＳによる位置の安定機能を使用することなく、安定した離着陸、空中操作が可能な者で

あることを申告する書類 

（任意様式） 

  エ 所有している無人航空機の性能が確認できる資料（カタログを添付すること） 

   （別記様式３） 

オ 所有している無人航空機のメンテナンス体制が整備されていることが確認できる資料 

（別記様式４） 

カ 災害現場において、無人航空機を活用し被災状況調査もしくは物資輸送を行った実績がある場

合、その活動内容等 

（別記様式５） 

 

５ 申請者の審査方法 

（１）協定の締結は、２に掲げる申請者の条件を満たしている者と行う。 

なお、提出された申請書については、「表－１」により審査を行う。 

（２）本協定における選定、非選定の結果については、書面により通知する。 

表－１ 協定締結者を選定するための項目 

   ※なお、参考として、災害現場において、無人航空機を活用し被災状況調査等（撮影等）もしくは

物資輸送を行った実績があれば、（別記様式５）により提出してください。 

体
制 

（別記様式２） 

○班体制（１班当り２人以上）が確保できること。 

無
人
航
空
機
の
性
能
等 

（別記様式３） 

○活動に使用する無人航空機は次の能力を有すること。 

１ 許容風速 10m/s以上 

２ 飛行時間 25分以上 

３ 撮影を目的とする機体の場合、静止画及び動画撮影が可能なこと。 

  （静止画は1200万画素以上、動画は４Ｋ（3840×2160以上）動画撮影に対応 

 していることが望ましい） 

４ 物資輸送を目的とする機体の場合、最大積載量が5kg以上であること。 

５ 安全性能として、パラシュート等の緊急用装置又は衝突回避システムが装備さ

れていること。 

○なお、複数機体を保有・確保している場合は、最も性能が良い機体を評価する。 

また、機体の評価はカタログ値での評価とする。（カタログを添付すること） 

メ
ン
テ
ナ
ン
ス 

（別記様式４） 

○無人航空機のメンテナンス体制の確保や、点検が適切に行われていること。 
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６ 申請書類の提出 

  申請書類は下記提出期限までに、持参又は郵送により提出すること。電子メールでも可とする。 

（１）提出期限 

令和６年８月２０日（火）午後５時まで（必着） 

（２）提出場所 

  〒770－8570 徳島市万代町１丁目１番地 

  徳島県 危機管理部 防災対策推進課 県土強靱化担当 

  電話：088-621-3272 

  FAX：088-621-2987 

  電子メール：bousaitaisakusuishinka@pref.tokushima.lg.jp 

 

７ 申請書作成等に対する質問 

  申請書の作成等に対する質問は、以下のとおりとする。 

（１）提出方法 

質問書を持参又は郵送により提出すること。電子メール及びＦＡＸでも可とする。 

（別記様式６） 

（２）受付期間 

令和６年８月８日（木）午後５時まで 

（３）提出場所 

   上記６（２）に同じ 

（４）質問に対する回答は、質問者に電子メールにて回答するとともに、徳島県ホームページに掲載す

る。 

 

８ 審査結果の通知 

「災害時等における無人航空機による災害対応（撮影、物資輸送）に関する協定」の締結及び非締

結について、申請者へ書面をもって通知する。 

なお、通知は令和６年９月下旬を予定している。 

  

９ 締結できない者に対する理由の説明 

  協定を締結できない者は、徳島県知事に対して締結できない理由について、以下に従い書面（自由

様式）により説明を求めることができる。 

（１）提出方法 

書面を持参又は郵送により提出すること。 

（２）受付期間 

  令和６年１０月４日（水）午後５時まで 

（３）提出場所 

 上記６（２）に同じ 

（４）回答方法 

  書面により回答する。 


